
別紙１ 

私立学校安全対策促進事業費補助金 提出書類一覧 

 

 

全事業共通で必ず提出 

①別記第１号様式（事業計画１）（法人単位で１部） 

②別記第１号様式（事業計画２）（法人単位で１部） 

③チェックシート（共通事項） 

 

 

以下、申請する事業のものを、事業ごとに並べて提出してください。 

 

１ 耐震診断 

（１） 計画書１－１ （法人単位で１部） 

（２） 計画書１－２ （各学校の建物１棟ごとに１部ずつ） 

（３） 計画書１－３ （各学校の建物１棟ごとに１部ずつ） 

（４） 図面 

（５） 耐震診断に係る３社以上の見積書の写し 

（６） 耐震診断報告書（耐震診断が終了している場合） 

（７） 補強計画案（耐震診断結果が基準値を下回った場合） 

（８） 昭和 56 年以前（新耐震設計基準交付前）に建てられた建物であることが確認できる書類

（登記簿等）の写し 

（９） チェックシート（耐震診断） 

 

２ 耐震補強工事 

（１） 計画書２－１ （法人単位で１部） 

（２） 計画書２－２ （各学校の建物１棟ごとに１部ずつ） 

（３） 計画書２－３ （各学校の建物１棟ごとに１部ずつ） 

（４） 図面 

（５） 実施設計・補強工事に係る３社以上の見積書の写し 

（６） 資金収支予算書 

（７） 工程表 

（８） 補強工事に係る建物の耐震診断報告書（補強計画を含む）の写し 

（９） 昭和 56 年以前（新耐震設計基準交付前）に建てられた建物であることが確認できる書類

（登記簿等）の写し 

（10） 工事写真（工事の前後がわかるもの） 

（11） チェックシート（耐震補強） 

 

 

 



３ 耐震改築工事 

（１） 計画書３－１ （法人単位で１部） 

（２） 計画書３－２ （各学校の建物１棟ごとに１部ずつ） 

（３） 計画書３－３ （耐震診断結果報告及び改築を必要とする理由） 

（４） 新建物の図面 

（５） 旧建物の図面 

（６） 建物面積計算表 

（７） 実施設計・耐震改築工事に係る３社以上の見積書の写し 

（８） 資金収支予算書 

（９） 年度別財源内訳書（単年度工事の場合は、不要。） 

（10） 工程表 

（11） 旧建物の耐震診断報告書の写し 

（12） 旧建物が昭和 56 年以前（新耐震設計基準交付前）に建てられた建物であることが確認で

きる書類（登記簿等）の写し 

（13） 工事写真（工事の前後がわかるもの） 

（14） チェックシート（耐震改築） 

 

４ アスベスト対策 

（１） 計画書４－１ （法人単位で１部） 

（２） 計画書４－２ （学校ごとに１部ずつ） 

（３） 図面 

（４） 実施設計・アスベスト対策工事・分析調査費に係る３社以上の見積書の写し 

（５） 資金収支予算書 

（６） 工程表 

（７） アスベストの保有が証明できる書類（分析結果報告書等）の写し 

（８） 平成８年度以前に建てられた建物であることが確認できる書類（登記簿等）の写し 

（９） 工事写真（工事の前後がわかるもの） 

（10） チェックシート（アスベスト） 

 

 


